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次期（2026年度）の方針と見通し
コンサルティングサービスの組織再編と
システム開発会社の子会社化を実施。

中東情勢の緊迫が続き、原油価格の高騰や資材の供給逼
迫が懸念される中で、当社グループが事業を展開する情報
サービス市場においては、企業のIT投資への影響を注視し
ていく必要があります。しかし基本的には、デジタル化・
DXによるビジネス変革の流れが継続し、2026年度も堅調
なIT需要を維持すると見込まれます。

このたび当社グループは、コンサルティングサービスの
強化に向けて、2026年4月1日付でITソリューションサー
ビス事業部（コンサルティング事業部を改称）の組織再編
を実施し、同事業部内にIT、ビジネス、品質の各コンサル
ティングソリューション部を設置しました。これによりサー
ビス提供の最適化と質的向上を図り、事業のさらなる成長
につなげていく考えです。

また2026年5月18日には、システムインテグレーション
サービスにかかわる体制拡充の一環として、株式会社スタ
イルの全株式を取得し、子会社化しました。システムエン
ジニアリングサービスと一括受託開発を手掛ける同社は、
特に社会インフラ分野において高い専門性を発揮し、多く
の実績を有しています。

今後は、当社グループがこれまで培ってきた産業・サー
ビス分野および社会・公共分野での知見と、同社の社会イ
ンフラ分野における強みを掛け合わせ、市場における競争
優位性を高めていきます。

2026年度の連結業績予想は、売上高25,102百万円（当
期比3.1％増）、営業利益2,326百万円（同5.4％増）、経常
利益2,397百万円（同3.4％増）、親会社株主に帰属する当

期純利益1,614百万円（同5.8％減）を見込んでいます。毎
期ローリングの形で策定する3ヵ年中期経営計画は、2028
年度の業績目標として「売上高269億円」「営業利益24億円」
を定めました。

株主の皆様へのメッセージ
パーパスの具現化に向けて
社外への発信と社内環境の整備に注力。

株主の皆様への利益還元については、再投資のための資
金確保を念頭に置きつつ、財務状態と経営成績等を総合的
に勘案し、安定的かつ継続的な配当を行うことを基本方針
とし、引き続き業績の向上に努めてまいります。今回の期
末配当は、利益の増加に鑑みて当初の予定から増額し、前
期比10円の増配となる1株当たり50円（普通配当45円、特
別配当5円）を実施させていただきました。2026年度の期
末配当は、普通配当5円増配の1株当たり50円を予定して
います。

なお当社グループは、TVCMの放映やメディア掲載、番
組出演などを積極的に実施し、認知度向上に向けた広報活
動を活発化させています。また社内では「健康経営」を掲
げ、社員が健康的に働くことができる職場づくりに努めて
います（P3ご参照）。パーパスに定めた「社会とITの未来
をともにつなぐ（Connecting people one world）」の
具現化に向けて、これからも社外への発信と社内環境の整
備に力を入れていきます。

株主の皆様におかれましては、当社グループ事業の発展
にご期待いただき、長きにわたりご支援を賜りますようお
願い申し上げます。

TOP MESSAGE

デジタル化・DX需要を着実に捉え、
持続的成長と企業価値拡大の実現へ。

−ご　挨　拶−

株主の皆様におかれましては、日頃より当社事業へ
のご理解とご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。
ここに2025年度の営業状況をご報告し、さらなる成
長への取り組みをご説明させていただきます。

当期（2025年度）の概況
コンサル・開発・運用の全品目が伸長し、
ＤＸ案件も増加。増収・増益基調を継続。

社長就任後初の決算を迎えました。この1年間の情報
サービス市場においては、ビジネス変革や働き方改革
に向けたデジタル化・ＤＸの取り組みは維持され、IT需
要は引き続き高水準で推移しました。

当社グループは、「中核事業の拡大」「次期成長事業の
創出」「事業基盤の強化」を3本柱とする中期経営方針
のもと、営業体制の拡充とパートナー企業との連携強
化を図り、多様化するニーズを積極的に取り込んでい
きました。特に成長が見込まれるDX案件については、
専門部隊による社内横断的な人材育成や業務支援を通

したクラウドネイティブ開発への対応力を高め、クラ
ウド構築やアジャイル開発の拡大を捉えました。

こうした取り組みの結果、2025年度の営業状況は、
コンサルティング及びシステムインテグレーション
サービスでは、金融機関や通信事業会社などにおける
システム開発案件が拡大しました。システムマネージメ
ントサービスは、医療機関向けやセキュリティ事業会
社向けの基盤・環境構築案件が拡大し、運用実績が増
加しました。全体の売上高のうち、重点分野であるDX
案件が占める割合は、前期の40.2％から42.9％へ上昇
しました。

以上により連結業績は、売上高24,351百万円（前期
比6.7％増）、営業利益2,207百万円（同18.2％増）、経
常利益2,318百万円（同18.9％増）、親会社株主に帰属
する当期純利益1,714百万円（同29.3％増）となり、
期初予想を上回る増収・増益を遂げました。

代表取締役社長

犬飼  博文
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社　員

健康経営推進体制

家　族

【健康経営最高責任者】
代表取締役社長

【健康経営推進責任者】
担当取締役

【健康経営推進担当】
人事部

【産業保健スタッフ】
産業医、カウンセラー

【衛生委員会】
健康管理委員会

健康保険組合

協力連携

コラボヘルス

2025年 2026年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

● �代表取締役社長に犬飼博文が就任
し新経営体制が発足

● �情報システム会社様1社からパー
トナー認定

● �情報システム会社様1社から表彰

●情報システム会社様1社から表彰
● �ESG債への投資（日本学生支援債券）

● �業績予想及び配当予想の修正

● �ITベンダー様1社から感謝状
● �日本経済新聞一面広告出稿（3月30日付け）
● �「健康経営優良法人2026（大規模法人部門）」、 

健康優良企業「金の認定」継続取得
●「くるみん認定」取得

● �新入社員82名入社
● �サステナビリティ推進委員会設置
● �情報通信事業会社様1社、情報システム会社様1社からパートナー認定

● �保険会社様1社から感謝状
● �情報システム会社様１社か

ら表彰
● �ITベンダー様１社からパー

トナー認定

● �元相談役（株式会社アイエッ
クス創業者）安藤多喜夫「お
別れの会」開催

● �ISTQB「Platinum Partner」
認定

● �取締役に対する譲渡制限付株
式報酬としての自己株式処分

● �情報システム会社様1社からパートナー認定
● �KDDI LADY GO CUP協賛
● �年末年始テレビCM放送（BSN新潟放送）

● �NTTデ ー タ 様 の
「コアビジネスパー
トナー」に認定

健康経営の取り組み 当社は、健康経営宣言のもと、代表取締役社長を健康経営の最高責任者とする健康 
経営推進体制を整え、企業価値向上に向けたさまざまな取り組みを推進しています。

健康経営宣言 主な取り組み

外部認定

当社は、社員を企業の持続的成長に関わる重要な財産ととらえ、
以下の施策を積極的に推進していくことで、健康経営を実現し、
企業価値の向上に繋げてまいります。
⃝社員が健康的に働くことのできる安心・安全な職場環境づくり
⃝社員ならびに家族の健康の維持増進

2025年6月
アイエックス・ナレッジ株式会社

代表取締役社長　犬飼 博文

健康経営推進体制
代表取締役社長を健康経営の最高責任者とし、健康経営推進 
担当の人事部が産業保健スタッフと連携、衛生委員会と協力し、社
員ならびにその家族の健康の維持増進の取り組みを進めます。
また、健康保険組合との情報の連携や共有を通じてコラボヘルスに
取り組んでいます。

当社は、社員の心身の健康を大切に考え、健康増進を目的とした
社内イベントを継続的に実施しています。これまでに、フットサル
大会やダーツ大会、ハイキングなど、さまざまな取り組みを行って
まいりました。
また、2025年4月には関西事業所のリニューアルを実施し、カフェ
スペースをはじめとしたコミュニケーションエリアを新設すること
で、社員がより働きやすい職場環境づくりに取り組んでいます。

当社は、社員の健康増進および働きやすい職場環境づくりに向け
た各種取り組みの成果として、健康経営優良法人認定、健康優良
企業「金の認定」、ならびに「くるみん」といった外部認定を取得し
ています。今後もこれらの認定に裏付けられた取り組みを継続し、
さらなる職場環境の向上に努めてまいります。

当社は、2025年10月に株式会社NTTデータ様より、「コアビジネスパートナー」に 
認定されました。「コアビジネスパートナー」は、NTTデータ様が事業のさらなる展開
に向けて継続的な協力を期待するパートナー企業を認定する制度で、これまでの当社
の実績や技術力・情報セキュリティへの取り組みを高くご評価いただきました。

当社は今後もNTTデータ様との連携を通じて、高品質なサービスの提供に努めて
まいります。

株式会社NTTデータ様のコアビジネスパートナーに認定

Pick up

2025年度のトピックス ● �ロボット＆プログラム体験教室
（5回開催）
● �東京ベイお台場クリーンアップ
大作戦（3回参加）

年 間

社内フットサル大会
の様子

カフェスペース（関
西事業所）

コミュニケーション 
エリア（関西事業所）

TOPICS
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品目別売上高比率 エンドユーザー業種別売上高比率売上高 営業利益
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16,343

業績ハイライト

親会社株主に帰属する当期純利益 純資産・総資産	  純資産／  総資産

セグメント情報（単位：百万円）

※�2022年度より連結決算を開始いたしました。2022年度が連結初年度であり、連結子会社のみなし取得日を2022年度末日としていることから、2022年度においては貸借対照表のみを連結して
おります。そのため、連結子会社の業績は含まれておりません。なお、2021年度は、参考として個別業績の数値を記載しております。

※�2023年度において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、2022年度の連結財政状態について、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

システムマネージメント
サービス
23.0%

商品販売
0.0%

コンサルティング
及びシステム
インテグレーション
サービス
77.0%

売上高
24,351百万円

社会公共・土木建築
12.4%

産業・サービス
33.0%

証券・金融
29.5%

情報・通信
25.1%

売上高
24,351百万円

社会公共・土木建築分野では、公的団体のシステム開発や医
療関係のシステム基盤・環境構築案件、土木建築分野の案件が
拡大し、売上高は3,016百万円（前期比3.3％増）となりました。

社会公共・土木建築

商品販売（ソフトウェア・プロダクト、コンピュータ及び関
連機器消耗品の販売）の売上高につきましては1百万円

（前期比64.5％減）となりました。

商品販売

金融機関や通信事業会社などにおけるシステム開発案
件が拡大し、売上高は18,742百万円（前期比6.2%増）
となりました。

コンサルティング及びシステムインテグレーションサービス

医療機関やセキュリティ事業会社向け基盤・環境構築案
件が拡大し、5,607百万円（前期比8.4％増）となりました。

システムマネージメントサービス

産業・サービス分野では、決済・会計代行事業者や素材
メーカー向けのシステム開発案件が拡大し、売上高は
8,043百万円（前期比8.0％増）となりました。

産業・サービス

証券・金融分野では、信託銀行および銀行向けのシステ
ム開発案件が拡大し、売上高は7,189百万円（前期比1.4
％増）となりました。

証券・金融

情報・通信分野では、通信事業者向けのシステム開発
案件が拡大し増加、売上高は6,101百万円（前期比13.6
％増）となりました。

情報・通信
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連結貸借対照表 （単位：百万円） （単位：百万円）連結損益計算書

当期末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前期末に比
べ990百万円（15.4％）増加し、当期末には7,426百万円となりました。

営業活動の結果得られた資金は1,558百万円（前期比85.9％増）とな
りました。これは主に収入では税金等調整前当期純利益の計上2,376百
万円であり、支出では法人税等の支払による支出771百万円を反映した
ものであります。

投資活動の結果使用した資金は87百万円（前期比184.6％増）となり

ました。これは主に有価証券の取得による支出148百万円、固定資産の
売却による収入86百万円、固定資産の取得による支出47百万円、有価
証券の償還による収入30百万円によるものであります。

財務活動の結果使用した資金は479百万円（前期比228.7％増）とな
りました。これは配当金の支払額379百万円、長期借入金の返済による
支出100百万円によるものであります。

 ポイント解説

金融機関や通信事業会社などにおけるシステム開発案件や医療機関
やセキュリティ事業会社向け基盤・環境構築案件が好調に推移し、売
上高は、24,351百万円（前期比6.7％増）となりました。利益面では、
売上高の増加に加え、継続的な販売費及び一般管理費抑制の取り組み
により、営業利益2,207百万円（前期比18.2％増）、経常利益2,318
百万円（同18.9％増）、また親会社株主に帰属する当期純利益につい
ては賃上げ促進税制の適用による税額控除等により1,714百万円（同
29.3％増）となり、いずれも増益となりました。

 ポイント解説

（単位：百万円）連結キャッシュ・フロー計算書

科　目
2025年度

2025年4月1日から
2026年3月31日まで

2024年度
2024年4月1日から
2025年3月31日まで

売上高 24,351 22,828
売上原価 19,324 18,279
　売上総利益 5,027 4,548
販売費及び一般管理費 2,819 2,681
営業利益 2,207 1,867
営業外収益 121 85
営業外費用 9 2
経常利益 2,318 1,950
特別利益 58 0
特別損失 0 0
税金等調整前当期純利益 2,376 1,949
　法人税、住民税及び事業税 616 658
　法人税等調整額 45 △35
親会社株主に帰属する当期純利益 1,714 1,326

科　目
2025年度

2025年4月1日から
2026年3月31日まで

2024年度
2024年4月1日から
2025年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,558 838
投資活動によるキャッシュ・フロー △87 △30
財務活動によるキャッシュ・フロー △479 △145
現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 990 661
現金及び現金同等物の期首残高 6,435 5,773
現金及び現金同等物の期末残高 7,426 6,435

営業
利益
1,867

2025年度

売上高
22,828 売上

総利益
4,548

経常
利益
1,950

親会社株主に
帰属する
当期純利益
1,326

2024年度

営業
利益
2,207

売上高
24,351

売上
総利益
5,027

経常
利益
2,318

親会社株主に
帰属する
当期純利益
1,714

営業活動に
よるもの
838

財務活動に
よるもの
△145

投資活動に
よるもの
△30

期首残高
5,773

期末残高
6,435

2025年度2024年度

営業活動に
よるもの
1,558

財務活動に
よるもの
△479

投資活動に
よるもの
△87

期首残高
6,435

期末残高
7,426

当期末の資産合計は16,343百万円となり、前期末に比べ1,273百万円
増加しました。これは主に「現金及び預金」の増加990百万円、「投資有価証
券」の増加395百万円によるものであります。

当期末の負債合計は4,763百万円となり、前期末に比べ246百万円減少
しました。これは主に「受注損失引当金」の減少169百万円、「退職給付に係
る負債」の減少149百万円、「未払法人税等」の減少148百万円、「契約負債」
の増加101百万円、「長期借入金」の減少100百万円、「賞与引当金」の増加
82百万円、流動負債の「その他」に含まれる未払消費税等の増加64百万円
によるものであります。

当期末の純資産合計は11,580百万円となり、前期末に比べ1,520百万
円増加しました。これは主に「利益剰余金」の増加1,332百万円、「その他有
価証券評価差額金」の増加165百万円によるものであります。

この結果、自己資本比率は、70.9％となりました。

 ポイント解説

科　目
2025年度

2026年3月31日
現在

2024年度
2025年3月31日

現在

資産の部

流動資産 11,883 10,819

固定資産 4,460 4,250

資産合計 16,343 15,070

負債の部

流動負債 3,617 3,664

固定負債 1,146 1,346

負債合計 4,763 5,010

純資産の部

株主資本 10,145 8,806

その他の包括利益累計額 1,434 1,253

純資産合計 11,580 10,059

負債・純資産合計 16,343 15,070

固定資産
4,460

流動資産
11,883

2025年度

有形固定資産
231
無形固定資産
203
投資その他の資産
4,024

資産合計
16,343

固定資産
4,250

流動資産
10,819

2024年度

資産合計
15,070

純資産
11,580

流動負債
3,617

固定負債
1,146

2025年度

株主資本
10,145
その他の包括利益
累計額
1,434

負債･純資産合計
16,343

純資産
10,059

流動負債
3,664

固定負債
1,346

2024年度

負債･純資産合計
15,070
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会社の概況 株式の状況役員・執行役員 株主メモ
（2026年3月31日現在）（2026年6月25日現在）

設 立 1979年6月22日

資 本 金 1,180,897,000円

事 業 所

本　　　社 〒108-0022 東京都港区海岸3-22-23 
MSCセンタービル
TEL.03-6400-7000(代)
FAX.03-6400-7900

新潟事業所 〒950-0087 新潟県新潟市中央区東大通
1-2-25 
北越第一ビルディング
TEL.025-241-1525
FAX.025-241-1536

関西事業所 〒541-0054 大阪府大阪市中央区南本町
2-6-12 
サンマリオンタワー
TEL.06-6282-1390
FAX.06-6282-1395

事 業 年 度 ４月１日〜翌年３月31日
定 時 株 主 総 会 毎年６月に開催
同総会議決権行使
株 主 確 定 日 ３月31日

期 末 配 当 金 受 領
株 主 確 定 日 ３月31日

中 間 配 当 金 受 領
株 主 確 定 日 ９月30日（中間配当を行う場合）

そ の 他 の 基 準 日 上記のほか必要ある場合は、取締役会の決議
によりあらかじめ公告して設定いたします。

公 告 掲 載 Ｕ Ｒ Ｌ 当社ホームページ
https://www.ikic.co.jp/
に掲載いたします。

（ただし、電子公告によることができない事
故、その他のやむを得ない事由が生じたと
きには、日本経済新聞に公告いたします。）

単 元 株 式 数 100株
株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

（ 同 連 絡 先 ） 東京都府中市日鋼町１番地１
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
電話 0120－232－711（フリーダイヤル）
郵送先 〒137-8081
　　　 新東京郵便局私書箱第29号
　　　 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

上場金融商品取引所 東京証券取引所スタンダード市場

１．�株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続
きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関

（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されて
いる証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱
UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

２．�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきまして
は、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、
上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せ
ください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎ
いたします。

３．�未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお
支払いいたします。

（ ご 注 意 ）

・HISホールディングス株式会社
・株式会社シーアンドエーコンピューター
・株式会社スタイル

代 表 取 締 役 会 長 安　藤　文　男
代 表 取 締 役 社 長 犬　飼　博　文
代表取締役専務執行役員 中　谷　彰　宏
取締役常務執行役員 市　川　美　徳
社 外 取 締 役 佐　藤　孝　夫
社 外 取 締 役 佐　藤　未　央
社 外 取 締 役 高　木　真　也
常 勤 監 査 役 清　水　　　寛
常 勤 監 査 役 宮　野　　　吏
社 外 監 査 役 岡　見　吉　規
社 外 監 査 役 平　田　和　久
社 外 監 査 役 椎　名　千　恵
上 席 執 行 役 員 桑　原　高　志
執 行 役 員 庄　司　　　淳
執 行 役 員 室　岡　竜　也
執 行 役 員 南　田　由香里
執 行 役 員 田　島　清　博

関係会社 （2026年6月25日現在）

発行可能株式総数 50,000,000株
発行済株式の総数 10,800,000株
株主数 3,505名

大株主
氏名又は名称 持株数（株） 持株比率（%）

安 　 藤 　 文 　 男 1,523,476 15.92 当社代表取締役会長
Ｉ Ｋ Ｉ 持 株 会 708,593 7.40
光通信ＫＫ投資事業有限責任組合 608,900 6.36
ヨ シ ダ 　 ト モ ヒ ロ 323,800 3.38
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 214,360 2.24
日本 証 券 金 融 株 式 会 社 209,900 2.19
株 式 会 社 千 葉 興 業 銀 行 203,200 2.12
有限会社エム・ビ・エス 200,000 2.09
三井倉庫ホールディングス株式会社 200,000 2.09
光 通 信 株 式 会 社 108,000 1.13

（注）	1.　�当社は、自己株式1,229,558株を保有しておりますが、上記株主からは除いております。
	 2.　�持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

※自己株式1,229,558株は「個人・その他」に含めて記載しております。

自己株式の取得、処分等及び保有状況
取得した株式

普通株式 287株
取得価額の総額 393,870円

取締役に対する譲渡制限付
株式報酬として処分した株式 普通株式 6,665株

決算期末において
保有する株式 普通株式 1,229,558株

所有株数別株主数の状況

1千株以上
5千株未満
570名（16.3%）

5千株以上
1万株未満
70名（2.0%）

1万株以上
137名（3.9%）

1千株未満
2,728名
（77.8%）

所有者別持株数の状況

個人・その他
8,652千株
（80.1%）

外国法人等
292千株

（2.7%）

金融機関
806千株（7.5%）

証券会社
119千株
（1.1%）

その他の法人
928千株（8.6%）

従 業 員 （2026年3月31日現在）

事務職 技術職 計
男 78名 877名 955名
女 46名 247名 293名
計 124名 1,124名 1,248名
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